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研究成果の概要（和文）：臨海農業集落の多様な存続基盤を明示すると共に、その類型化手法を確立し、類型別
の存続基盤を明らかにした。
臨海農業集落の存続基盤については、岩手県では、地域の生産者は農業・漁業のいずれかに特化する方向で経営
内容を変化させていることが、愛媛県島嶼部では、養殖漁業が盛んであり、島内に若い担い手も多く存在する
が、地域との繋がりが薄く、野生動物対策の担い手になりづらい現状が把握された。
このような存続基盤に関する知見を基に、集落の類型化を実施したところ、岩手県の事例では農業より漁業の影
響が卓越したかたちで3クラスターに分類された。一方、愛媛県の事例では6つのクラスターに類型することがで
きた。

研究成果の概要（英文）：In addition to describing the various sustainability bases of coastal 
agricultural settlements, we proposed a categorization method and classified the survival bases by 
type. 
It was revealed that in Iwate Prefecture, local producers are changing their management content in 
order to specialize in either agriculture or fisheries. In the islands of Ehime Prefecture, 
aquaculture is flourishing, and there are many young bearers. Even so, it is difficult to become a 
bearer of wildlife countermeasures because of the lack of connection with the greater region. The 
villages were evaluated based on information about the sustainability base. Villages in Iwate 
Prefecture were classified into three clusters, wherein fisheries demonstrated a greater influence 
than agriculture. On the contrary, for villages in Ehime Prefecture, six clusters were identified.

研究分野：農村計画学

キーワード： 臨海農業集落　存続可能性　存続基盤　類型化　島嶼部　半島

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまでほとんど検討されてこなかった、臨海農業集落の存続基盤について、東北地方から九州までの半島部・
島嶼部といった多様な地域において、生業、交通、鳥獣害、移住など、多様な視点から検討を加えることができ
た。また、臨海農業集落の類型化を実施し、多様な地域がどのように分類できるかを明らかにした。これらの成
果は、災害の多発も含め多くの課題を抱える臨海農業集落の存続を考える上で重要な知見を提供するものであ
り、国土の保全に貢献するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 農業と漁業が共に生業の一部を構成しているような臨海農業集落は、人間の活動領域の
海のエッジを形成している。このような地域は、島嶼部や半島に多く見られるが、その地
理的隔絶性から多くは条件不利地域となっており、その存続が危ぶまれるところも多い。  
 海のエッジを構成する臨海農業集落を存続させることは、陸側に対してはその存続のた
めのバッファを確保し、国土管理上重要な沿岸部の保全に資するものとなる。また、この
ような地域は領海・排他的経済水域の起点になるなど、陸域だけではなく海域の管理上も
重要な地域である。そのため、海のエッジの存続を図るための研究は、国土保全上、陸上
の国土（領土、約 38 万 km2）だけではなく、領海（約 43 万 km2）、排他的経済水域（約 405
万 km2）という、領土の 10 倍以上の非常に広い範囲に影響を与えるものである。しかし、
島や半島に多く見られる海のエッジについては、政策的には離島振興法や半島振興法とな
っているが、これまでの農村計画学研究では、ごく一部を除き漁業・漁村には関心が払わ
れてこなかった。そのため、同じ条件不利地域である中山間地域などに比べ研究の蓄積が
不十分である。  
 このような中で、これまで、臨海農業集落の地域構造と地域存続要因の抽出し、それを
基に集落の存続可能性と支援の必要性を判定可能な評価システムの開発を行う研究を実施
してきた。研究の過程においては、当初予想した以上に臨海農業集落の地域構造が多様で
あり、単一のものとして取り扱うことが困難であることが明らかになった（例えば、服部
ら（2015）、武山ら (2015）、齋藤ら（2015），服部（2014）。 そこで、臨海農業集落の存続
基盤を確立するための第一歩として、臨海農業集落にはどのような多様性があり、一般的
な農業集落で行われているのと同様に類型化（例えば、平地農業地域と山間農業地域の区
別など）を行うとどのようになるかを明らかにする必要があると考えられる。その上で、
類型別に存続基盤要因を明らかすることが求められている。 
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２．研究の目的 
 本研究は、農業と漁業が共に生業の一部を構成しているような臨海農業集落の存続を考
えるために以下の研究目的を設定する。 
①事例調査より、臨海農業集落の多様な存続基盤を明らかにし、そこから類型化を行うた
めの指標を抽出すること。 
②類型化手法を確立し、どのような類型が存在するか明らかにすること。  
③示された類型別に、存続基盤を明示すること。 
 
３．研究の方法 
 まず、複数の事例調査地を設定し、臨海農業集落の存続基盤となる諸条件を明らかにし、
類型化のために必要な指標を抽出・整理する。検討すべき項目は、土地利用、世帯の主た
る生業（漁業・水産業の形態、農業の担い手は誰か）、交通（代替性の有無）、第 1 次産業
の収益性、地形（面積）、鳥獣害、バイオマス利活用などである。これらの項目について、
関係者・地域住民への聞き取り調査と関連する統計情報の収集を中心に、必要に応じてア
ンケート調査を併用しながら、臨海農業集落の存続基盤となる諸条件を明らかにする。ま
た、類型化を行うための指標としては、定量化可能なものを中心とし、社会的な状況を反
映される方法についての検討も行う。 
 そして、抽出された指標を基に類型化の手法を検討し、どのような類型が存在している
かを明らかにする。そこから、抽出された類型別にそれらの地域の特徴を明らかにする。 
 
４．研究成果 
(1)多様な存続基盤 
 それぞれの事例調査地における調査結果から、以下のように多様な存続基盤に関する知
見が得られた。 
 岩手県広田半島では、地域の水田保有者と漁協組合員に対するアンケート調査と漁協組
合員に対する聞き取り調査を実施した。いずれの調査からも、地域の生産者は農業・漁業
のいずれかに特化する方向で経営内容を変化させている。漁業からの撤退は地域資源管理
上の問題は生じないが、農業については集落営農で撤退された農地の管理を吸収すること



により資源管理機能を維持していることが把握された。 
 農業用水路の維持管理、特に点検・機能診断に着目した調査を、岡山県奈義町の多面的
機能支払 18 組織を対象に聞き取りで行いその実態を把握した。点検と機能診断を共同作
業で行うか否かは水路延長に左右されること、非農家や土木関係者が参加している組織の 
リーダー層は水路の維持管理に対する考え方が柔軟であることが明らかになった。担い手
に対する柔軟な考えの有無によって存続を推し量ることができる。 
 香川県男木島では、青壮年層の離島移住を取り上げ、移住者の特徴や移住の動機・移住
までのプロセスを、8 名の移住者にインタビュー調査することで明らかにした。男木島へ
の移住動機として最も多くあげられたのは「景観」にあたる表現で、5 名が該当した。 次
いで「人間関係・人の良さ」が 4 名から指摘された。また移住後の職業は自営業が 3 名と
最多で、次いで島内でのパートやアルバイトが 2 名、農林漁業、地域おこし協力隊がそれ
ぞれ 1 名であった。また 8 名のうち 6 名が収入・支出ともに減少したと回答したが、生活
コストの低さや自身で畑を借りて野菜は自給自足している、島民同士でのお裾分け、コン
ビニのようなお金を使う場所がない等の理由から生活が苦しいといった回答はなく、むし
ろ生活の質が上がったという発言もみられた。 
 愛媛県の農業集落数は 3,284 集落であり、このうち臨海農業集落に該当するのは 628 集
落（19%）であった。2015 年国勢調査および農林業センサスによれば、愛媛県では臨海農
業集落に人口の 23%（34 万人）、それ以外の集落に 77%（113 万人）が居住している。1 集
落当たりの平均人口は、臨海農業集落で 535.1 人であり、それ以外の集落では 425.7 人で
ある。なお、人口 0 人の集落が、臨海農業集落で 2 集落、それ以外の集落で 54 集落存在
した。農業地域類型 2 次分類（水田型、田畑型、畑地型）による集落割合に着目すると、
愛媛県の臨海農業集落では、いずれの農業地域類型（1 次分類）でも「畑地型」の割合が高
いという特徴が見られる。特に島、半島部は水が少ないことに起因して柑橘中心の畑地型
農業が展開されているためと考えられる。一方、その他集落では、都市的地域および平地
農業地域で「水田型」，中山間地域では「田畑型」の割合が最も高くなる。 
 このような特徴を有する愛媛県の臨海農業集落のうち、愛媛県宇和島市の島嶼部におい
ては、野生動物の侵入状況および組織的な対策実施状況について聞き取り調査を行い、島
嶼部の農地および社会インフラを保全するための条件について整理した。その結果、これ
らの島嶼部では養殖漁業が盛んであり、島内に若い担い手も多く存在するが、地域との繋
がりが薄く、野生動物対策の担い手になりづらい現状が把握された。 
大分県国東半島豊後高田市および国東市において、統計資料および文献資料に基づき把
握した集落単位の産業（農業および漁業・水産業、観光業）、生活（公共交通の利便性、災
害）に関する現地踏査と住民ヒアリングによる実態の確認を行った。その結果、臨海部よ
りも内陸部・市街地に位置する集落・世帯の住民
の方が災害発生について生活・ 生産への影響が
大きいと考えていることがわかった。 また、各
漁港の整備状況・規模・利用実態がコミュニティ
の構成人員や集落行事の活発度と関連性がある
ことが推測された。漁港および臨海農業集落の
運営については、市町村合併前の旧町村単位で
の振興施策の違いが大きく、現在の 2 市の政策
とのギャップが認められた。 
 
(2)臨海農業集落の類型化 
 臨海農業集落の存続基盤に関係すると考えら
れる指標を基に、岩手県と愛媛県を事例に類型
化を実施した。 
 岩手県では、農業と漁業の状況を代表する指
標に人口動態等を加味して主成分分析を行い、
抽出された成分を基にクラスター分析（ウォー
ド法）を、東日本大震災の影響を確認するため
に、震災前後のデータを用いてそれぞれ実施し
た。なお、分析の単位は、農業センサスと漁業セ
ンサスの単位が異なるため、農業集落より広域
の漁業地区にあわせて設定した。 
 主成分分析の結果、震災前後ともに最も寄与
率が高い成分は、漁業に関する指標で構成され
ており、類型は漁業の状況が最も大きく反映さ
れている。 
 クラスター分析では、震災前後ともに 3 つの
クラスターが抽出された。震災前は「農業・漁業
とも規模が小さい集団（図 1 の A）」「農業・漁業
とも規模が大きい集団（B）」「漁業中心の集団

震災前       震災後 

図 1 各クラスターの位置（岩手県） 



（C）」に分類された。一方、震災後は、「農業・漁業とも規模が小さい集団（図 1 の D）」
「農業中心の集団（E）」「漁業中心の集団（F）」に分類された。産業や地域による被災状況
や復興状況による変化が反映されているのだと考えられる。それぞれのクラスターの分布
の特徴は、クラスターA・D が沿岸北部に立地し、C・F が沿岸南部に立地している。また、
震災前後でクラスター間を移動している集落もみられた。 
 愛媛県では、対象集落の状況を 2010 年国勢調査による就業者率で代表させることを考
え、19 に分類した産業別就業者割合を説明変数として，クラスター分析（ウォード法）を
行った。 
 その結果、6 つのクラスターが抽出された。クラスター1 は、平均農・林業就業者率が
3.1%、平均漁業就業者率が 1.7%となり、両者ともに全クラスターで最も低い。また、農業
地域類型では，都市的農業地域が 68%を占めている。以上のことから、クラスター1 は都
市的な地域と言える。これらの集落は、松山市等県内主要都市に分布している。クラスタ
ー2 は、漁業就業者率が 59.1%と最も高い一方、農・林業就業者率（3.2%）を始め他の就
業者率はいずれも低く、漁業が最も盛んな地域と言える。これらの集落は、宇和島市の離
島（戸島、日振島、御五神島等）や、三浦半島、由良半島といったリアス式海岸エリアに
特徴的に立地しているほか、燧灘の離島（来島、高神島、大島）にも見られる。クラスタ
ー6 は、農・林業就業者率が 64.3%と最も高い一方、漁業就業者率(4.4%) をはじめ他の就
業者率はいずれも低く、農業が最も盛んな地域と言える。これらの集落は、主に忽那諸島
（松山市）、八幡浜市~西予市~宇和島市、佐多岬半島（伊方町）に立地している。クラスタ
ー5 は、製造業就業者率が 36.4%と最も高い一方、農・林業就業者率（6.7%）および漁業就
業者率（2.1%）ともに割合が低く、製造業が最も盛んな地域と言える。これらの集落は、
主に上島町の岩城島、佐島、弓削島、今治市の伯方島、および県東部の臨海部に特徴的に
見られる。これらの地域は、愛媛県内でも製紙、化学、造船、繊維の各製造業の中心地で
ある。クラスター3 および 4 は、前者で比較的農・林業就業者率が高く、後者で漁業就業
者率が高い。図 2 より、クラスター3 は農・林業が最も盛んなクラスター6 周辺に、クラ
スター4 は漁業が最も盛んなクラスター2 周辺に特徴的に分布していることがわかる。 
 
(3)類型別の存続基盤 
 岩手県、愛媛県いずれの分析においても、抽出されたクラスターは集団的に立地してお
り、特定の地形条件とのつながりが示唆される。また、愛媛県にあるように、同一のクラ
スターが島嶼部と本土沿岸部に立地しており、島であるか否かより臨海部であるか否かの
方が地域の性格を規定している部分もある。 
 岩手県においては、いずれのクラスターにおいても、漁業が大きな地位を占めているが、
その内容は隣接している集落においても異なっている。例えば、Ａは採貝・採藻、Ｂは採
貝・採藻と海面養殖、Ｃは海面養殖が中心である。また、同じ海面養殖でも、Ｂはこんぶ・
わかめが中心であるが、Ｃはこんぶ・わかめ・かき・ほたてなど、より種類が豊富である。 

図 2 各クラスターの位置（愛媛県） 



 同じく、岩手県における分析では、震災前の人口変化は各クラスターで A:−7.5％、B:−
8.0％、C:−6.3％と大きな差はなかったが 震災後は D:−11.2％、E:−8.7％、F:−17.5％と
差が生じている。それぞれの存続基盤により災害に対するレジリエンスに相違がある可能
性が示唆された。 
 愛媛県においては都市的な地域や製造業が盛んな地域が独立したクラスターとして抽出
されている。岩手県と比べ、人口規模や産業集積が圧倒的に大きいこと、造船業のように
島嶼部でも特徴的に立地している産業があることが、これらがクラスターとして独立して
抽出されている要因であると考えられる。 
 このように、各類型ともに明瞭な特徴があることが確認された。 
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